
静岡県告示第583号 

 静岡県私立高等学校等奨学給付金助成事業実施要綱（平成30年静岡県告示479号）の一部を次のように改

正する。 

  令和３年６月29日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

改正前 改正後 

第１・第２ （略） 

第３ 対象者 
給付金の対象となる者は、基準日において

高等学校等及び高等学校等専攻科に在学する

高校生等の保護者等であって、次に掲げる事

項の全てに該当する者とする。 
（１）～（３） （略） 

（４） 次に掲げる世帯のいずれかに属している

こと。 
ア （略） 

イ 保護者等全員の道府県民税所得割及び

市町村民税所得割が非課税である世帯

（ア又はウに規定する世帯を除く。 ） 

 
ウ 保護者等全員の道府県民税所得割及び

市町村民税所得割が非課税である世帯

で、当該世帯に扶養される兄弟姉妹で２

人目以降の通信制以外の高等学校等に通

う高校生等及び当該世帯に扶養されてい

る高校生等以外に15歳（中学生を除く。 ）

以上23歳未満の扶養されている兄弟姉妹

がいる高校生等が属するもの（ア又はイ

に規定する世帯を除く。 ） 

 
第４ 給付金の年額 

高校生等一人当たりの給付金の年額は、基

準日現在における世帯の区分、高等学校等の

種類及び課程等に応じ、次の表に定める額と

する。 

第１・第２ （略） 

第３ 対象者 

給付金の対象となる者は、基準日において

高等学校等及び高等学校等専攻科に在学する

高校生等の保護者等であって、次に掲げる事

項の全てに該当する者とする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 次に掲げる世帯のいずれかに属している

こと。 

ア （略） 

イ 保護者等全員の支給を受けようとする

年度の道府県民税所得割及び市町村民税

所得割が非課税である世帯（ア又はウに

規定する世帯を除く。 ） 

ウ 保護者等全員の支給を受けようとする

年度の道府県民税所得割及び市町村民税

所得割が非課税である世帯で、当該世帯

に扶養される兄弟姉妹で２人目以降の通

信制以外の高等学校等に通う高校生等及

び当該世帯に扶養されている高校生等以

外に15歳（中学生を除く。 ）以上23歳未満

の扶養されている兄弟姉妹がいる高校生

等が属するもの（ア又はイに規定する世

帯を除く。 ） 

第４ 給付金の年額 

高校生等一人当たりの給付金の年額は、基

準日現在における世帯の区分、高等学校等の

種類及び課程等に応じ、次の表に定める額と

する。 



※上記単価表の第３（４）イ及びウに規定する世

帯への支給額には、オンライン学習に係る

通信費相当の年額10,000円及び支援が必要

と考えられる教育費分（私立の通信制及び

高等学校等専攻科以外において、第３（４）イ

に規定する世帯に該当する場合は、年額

26,100円、それ以外の生活保護(生業扶助)

世帯でない世帯に該当する場合は、年額

12,000円）を含む。 
※高等学校等専攻科の生活保護世帯について

は、道府県民税所得割及び市町村民税所得

割が非課税である世帯に該当する場合は、

生活保護（生業扶助）世帯でない世帯と同

額の単価とする。 
第５ 給付金の申請 

給付金の支給を受けようとする保護者等

は、次に掲げる書類を、別に定める日まで

に、高校生等が在学している高等学校等及び

高等学校等専攻科を経て、知事に提出するも

のとする。なお、静岡県外に設置されている

高等学校等及び高等学校等専攻科に在学する

高校生等の保護者等は、直接知事に提出する

ことができる。 
（１） 静岡県内に設置されている高等学校等に

在学している高校生等のいる保護者等 

ア・イ （略） 
ウ 第３(4)ウに規定する世帯については、

保護者等、当該世帯に扶養される高等学

世帯の区分 

高等学校等の種類及び課程等 

私立の通信制及

び高等学校等

専攻科以外 

私立の通信制 
私立の高等学

校等専攻科 

（略） 

生活保護 

（生業扶助） 

世帯でな 

い世帯 

第３(4)イ

に規定す

る世帯 
139,600円 

60,100円 60,100円 
第３(4)ウ

に規定す

る世帯 
160,000円 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
※高等学校等専攻科の生活保護（生業扶助）

世帯については、道府県民税所得割及び市

町村民税所得割が非課税である世帯に該当

する場合は、生活保護（生業扶助）世帯で

ない非課税世帯と同額の単価とする。 
第５ 給付金の申請 

給付金の支給を受けようとする保護者等

は、次に掲げる書類を、別に定める日まで

に、高校生等が在学している高等学校等及び

高等学校等専攻科を経て、知事に提出するも

のとする。なお、静岡県外に設置されている

高等学校等及び高等学校等専攻科に在学する

高校生等の保護者等は、直接知事に提出する

ことができる。 
（１） 静岡県内に設置されている高等学校等に

在学している高校生等のいる保護者等 

ア・イ （略） 
ウ 第３(4)ウに規定する世帯については、

保護者等、当該世帯に扶養される高等学

世帯の区分 

高等学校等の種類及び課程等 

私立の通信制及

び高等学校等

専攻科以外 

私立の通信制 
私立の高等学

校等専攻科 

（略） 

生活保護 

（生業扶助） 

世帯でな 

い非課税 

世帯 

第３(4)イに

規定する世

帯 
129,600円 

50,100円 50,100円 
第３(4)ウ

に規定す

る世帯 
150,000円 



校等に通う高校生等及び15歳（中学生を

除く。 ）以上23歳未満の扶養している子の

健康保険証等の写し。ただし、国民健康

保険証の写しを添付する場合は、扶養誓

約書（様式第８号） 

 
エ・オ （略） 
カ オンライン学習の通信費に係る誓約書

（様式第９号） 
キ その他知事が必要と認める書類 

（２） 第５（１）以外の高校生等のいる保護者等 

ア・イ （略） 

ウ 第３(4)ウに規定する世帯については、

保護者等、当該世帯に扶養される高等学

校等に通う高校生等及び15歳（中学生を

除く。 ）以上23歳未満の扶養している子の

健康保険証等の写し。ただし、国民健康

保険証の写しを添付する場合は、扶養誓

約書（様式第８号）。なお、高等学校等

専攻科に通う高校生等の世帯は除く。 

 
エ～カ （略） 

キ オンライン学習の通信費に係る誓約書

（様式第９号） 

ク その他知事が必要と認める書類 

２ （略） 
第６～第11 （略） 

校等に通う高校生等及び15歳（中学生を

除く。 ）以上23歳未満の扶養している子の

健康保険証等の写し。ただし、国民健康

保険証の写しを添付する場合は、扶養誓

約書（様式第８号）。なお、通信制の高

等学校等に通う高校生等の世帯は除く。 

エ・オ （略） 

 

 
カ その他知事が必要と認める書類 

（２） 第５（１）以外の高校生等のいる保護者等 
ア・イ （略） 

ウ 第３(4)ウに規定する世帯については、

保護者等、当該世帯に扶養される高等学

校等に通う高校生等及び15歳（中学生を

除く。 ）以上23歳未満の扶養している子の

健康保険証等の写し。ただし、国民健康

保険証の写しを添付する場合は、扶養誓

約書（様式第８号）。なお、通信制及び

高等学校等専攻科に通う高校生等の世帯

は除く。 
エ～カ （略） 

 
 

キ その他知事が必要と認める書類 

２ （略） 
第６～第11 （略） 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

様式第１号を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第５号を次のように改める。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第６号を次のように改める。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第７号を次のように改める。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第８号を次のように改める。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第９号は削除する。 

   附 則 

 この告示は、令和３年７月１日から施行する。 


